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おける日系自動車企業の研究開発の全体像を明らかにする。
3. 海外研究開発費の分析




海外研究開発費の推移をみると、1997 年から 2011 年までは大きな変化はなかった。しかし、
2012 年から大幅に増加していることがわかる（図 3-1 参照）。
1997年の689億円から2011年の818億円まで多少の変動はあるが、大きな変化は見られない。
1,000 億円を越えた年は一度もない。しかし、2012 年には 1,283 億円となり、1,000 億円を越えた。
その後も増加を続けており、2015年には2,096億円となり2,000億円を越える状況となっている。
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1997 年から 2006 年までは、年によって多少の変動はあるが、北米が約 40％、ヨーロッパ
が約 25％、アジアが約 20％、中国が約 5％で推移している。この期間は中国で研究開発がほ
とんど行われていないことがわかる。
2007 年から中国の研究開発費に変化が現れる。2007 年には 11.8％となり、初めて 10％を越
えた。その後も、中国が占める割合は増えており、2016 年には 27.7％となっている。
一方で、北米とヨーロッパの占める割合が低下している。2009 年には北米の占める割合が
35.5％となり、40％を下回った。その後も 2016 年まで 40％を下回った状態が続いている。





金額 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
1997 689 345 50.1% 236 34.3% 3 0.4% 100 14.5% 5 0.7%
1998 369 154 41.7% 116 31.4% 2 0.5% 94 25.5% 3 0.8%
1999 671 342 51.0% 194 28.9% 14 2.1% 118 17.6% 3 0.4%
2000 697 387 55.5% 188 27.0% 4 0.6% 113 16.2% 5 0.7%
2001 392 176 44.9% 118 30.1% 3 0.8% 88 22.4% 7 1.8%
2002 834 446 53.5% 205 24.6% 36 4.3% 132 15.8% 15 1.8%
2003 722 263 36.4% 218 30.2% 48 6.6% 153 21.2% 40 5.5%
2004 874 249 28.5% 104 11.9% 34 3.9% 402 46.0% 85 9.7%
2005 584 250 42.8% 120 20.5% 24 4.1% 146 25.0% 44 7.5%
2006 619 269 43.5% 131 21.2% 31 5.0% 156 25.2% 32 5.2%
2007 977 404 41.4% 261 26.7% 115 11.8% 169 17.3% 28 2.9%
2008 852 374 43.9% 184 21.6% 104 12.2% 159 18.7% 31 3.6%
2009 713 253 35.5% 132 18.5% 139 19.5% 158 22.2% 31 4.3%
2010 847 267 31.5% 148 17.5% 151 17.8% 244 28.8% 37 4.4%
2011 818 248 30.3% 145 17.7% 160 19.6% 226 27.6% 39 4.8%
2012 1,283 259 20.2% 143 11.1% 262 20.4% 577 45.0% 42 3.3%
2013 1,470 460 31.3% 189 12.9% 334 22.7% 428 29.1% 59 4.0%
2014 1,930 600 31.1% 209 10.8% 565 29.3% 495 25.6% 61 3.2%
2015 2,096 669 31.9% 225 10.7% 656 31.3% 482 23.0% 64 3.1%
2016 1,954 686 35.1% 216 11.1% 541 27.7% 442 22.6% 69 3.5%
年















4-1 参照）。中国が 52 拠点と最も多く、アメリカが 32 拠点、タイが 19 拠点、ドイツが 17 拠点
と続いている。





































































商用車メーカー 1 1 3 2 2 9
92111371357ーカーメ車用乗
サプライヤー 24 11 3 4 3 1 1 42 14 3 4 3 1 4 4 1 1 124























業種別に見ると、商用車メーカーは専業が 7 拠点と最も多く、販売が 2 拠点となっている。
製造拠点内の設置はなかった。乗用車メーカーは専業が 26 拠点と最も多く、製造拠点内が 3
拠点となっている。販売拠点内の設置はなかった。サプライヤーは専業が 49 拠点と最も多く、
製造拠点内が 44 拠点、販売拠点内が 31 拠点と続いている。商用車メーカー、乗用車メーカー
とサプライヤーでは大きな違いが見られる。商用車メーカーと乗用車メーカーは専業が大半を
占めているが、サプライヤーは 3 種類にある程度分かれている。





が見られる。アメリカにおいても開発拠点が 18 件と最も多いが、研究開発が 9 拠点、研究が
5 拠点となっている。他の国と比べて研究を目的とする拠点の割合が多くなっている。研究開
発は 28 拠点のうち 9 拠点、研究は 15 拠点のうち 5 拠点と高い割合を占めている。








































































































開発 1 1 1 2 2 2 7 0 2 9
合計 1 1 1 2 2 2 7 0 2 9
研究
開発
3 2 1 1 1 1 1 9 1 0 10
研究 3 1 1 3 1 9 0 0 9
開発 1 2 1 1 2 1 1 1 8 2 0 10
合計 7 5 2 1 1 6 1 3 1 1 1 26 3 0 29
研究
開発
3 2 1 1 1 5 2 2 1 10 5 3 18
研究 2 1 1 1 1 6 0 0 6
開発 4 8 4 2 3 6 1 1 1 1 2 1 1 9 15 8 6 3 3 2 1 3 1 3 1 2 2 2 2 1 1 33 39 28 100
合計 9 10 5 2 3 6 2 1 1 2 1 1 2 1 1 15 17 10 8 3 3 2 1 3 1 3 1 2 2 2 2 1 1 49 44 31 124
6 2 1 2 0 0 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 6 2 2 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 19 6 3 28
5 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 4 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15 0 0 15
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ンドが 2 拠点となっており、市場規模の大きな地域に拠点が多くなっている。これらのことか
ら、現地市場に対応した製品開発を重視しているものと考えられる。
乗用車メーカーは研究開発と開発が 10 拠点、研究が 9 拠点となっている。研究を目的とし
た拠点の割合がかなり高い。アメリカでは研究開発と研究が 3 拠点ずつになっており、開発拠
点は 1 拠点しかない。アメリカにおいては高度な研究開発が行われているものと考えられる。















































































































1～100 1 1 2 0 0 2
101～500 1 1 2 4 0 0 4
501～1000 1 0 0 1 1
1001～2000 1 0 0 1 1
不明 1 1 0 0 1
2001～6000 1 0 1 0 1
不明 3 2 1 1 1 1 9 0 0 9
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12 拠点となっている。製造拠点内は 101 ～ 500 人が 11 拠点、1 ～ 100 人が 6 拠点となっている。
販売拠点内は 1 ～ 100 人が 16 拠点、101 ～ 500 人が 5 拠点となっている。規模については、1
～ 100 人までの小規模な拠点が大半を占めている。
業種別に見ると、商用車メーカーは 101 ～ 500 人が 4 拠点、1 ～ 100 人が 2 拠点となってい
る。この 6 拠点は全て専業であり開発拠点であった。乗用車メーカーは 1 ～ 100 人が 5 拠点と
最も多くなっていた。これは全て専業であり研究拠点であった。サプライヤーは、販売拠点内
の 1 ～ 100 人の開発が 14 拠点と最も多く、製造拠点内の 101 ～ 500 人の開発が 9 拠点、専業




概要を見ると、専業は 2011 ～ 2016 年が 21 拠点と最も多く、2001 ～ 2005 年が 18 拠点、
1996 ～ 2000 年と 2001 ～ 2005 年が 12 拠点ずつとなっている。製造は 2011 ～ 2016 年が 13
拠点と最も多く、2001 ～ 2005 年が 11 拠点、2006 ～ 2010 年が 7 拠点と続いている。販売は










2017 年の各国の生産台数は、中国が 2,902 万台と最も多い。中国は世界で最も生産台数の
多い国である。アメリカが 1,119 万台、ドイツが 565 万台、タイが 199 万台となっている（表
4-5 参照）。1 万台あたりの拠点数を見ると、タイが 0.095 と最も多く、ドイツが 0.030、アメリ
















































































































69～85 1 0 0 1 1
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商用車メーカー 1 1 3 2
乗用車メーカー 7 5 7 3
サプライヤー 24 11 42 14
総計 32 17 52 19
生産台数（万台） 1,119 565 2,902 199
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